
 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウィルス感染拡大による 

ＮＰＯへの影響に関する実態調査 
 
 
 

報 告 書 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年 7月 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 
目   次 

 

 

 

【本編】 

１．調査概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２. 調査結果「１．市民活動団体」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 

３. 調査結果「２．ＮＰＯ法人」 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

（１）基礎情報からの考察  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

（２）アンケート集計結果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

 

 

 

 

 



1 

 

 

 

１. 調査概要 

 

１．目 的 新型コロナウィルス感染拡大による NPO（NPO 法人および市民活動団体）への影響に関する 

実態調査を行うことで、市内 NPO の状況や課題を把握し、事業継続のための支援を検討する。 

２．調 査 【調査１】松江市内の市民活動団体への影響に関する実態調査 

 【調査２】松江市内の NPO 法人への影響に関する実態調査 

３．調査内容 

【調査 1】市民活動団体対象 

新型コロナウィルス感染拡大による市民活動団体への影響に関する実態調査 

〈調査項目〉・団体の名称・団体の種別・活動内容・活動への影響・感染拡大に伴う懸念 

・必要とする支援 

【調査 2】NPO 法人対象 

新型コロナウィルス感染拡大による NPO法人への影響に関する実態調査および調査と分析に必要な

情報を収集するための団体の基礎情報調査 

（１） 団体の基礎情報調査 

下記の項目について所轄庁に提出された書類を基に調査を行う。 

・ 2018 年度事業報告書の提出状況および活動実態 

・ 以下の事項の歳出入について 

人件費、補助金･助成金、委託費、指定管理費、家賃等固定費、ほか 

（２） 新型コロナウィルス感染拡大による NPO法人への影響に関する実態調査 

下記の流れにそって市内 NPO 法人に対し調査を行う。 

〈調査項目〉・法人の名称・主たる活動分野・主たる活動内容・活動への影響 

・経営への影響・必要とする支援・事業対象者への感染拡大に伴う懸念 

４．調査対象 

【調査 1】松江市内で活動する市民活動団体のうち市民活動センター指定団体（松江 NPOネットワーク

を除く）に加入している団体（NPO 法人、重複して加入している団体分を除く） 

〈市民活動センター指定団体〉 

     ・まつえ市民活動支援協議会・プリエールねっと 

     ・松江市文化協会 ・松江市ボランティア連絡協議会 

計 267 団体 

【調査 2】松江市内の NPO 法人のうち、2018 年度の事業報告書を所轄庁へ提出している法人 

計 67 法人 

５．調査方法 【調査１】郵送 【調査２】メール（Web アンケート）39 法人／郵送 28 法人 

６．実施期間 2020 年 6 月 22 日～6 月 30 日 

７．回収結果 

【調査１】182 団体（回答率 68.2％）（返信用封筒：166、手渡し：6、web フォーム：10） 

【調査２】39 法人（回答率 58.2％）（返信用封筒またはメールでの返信：20、web フォーム：19） 
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8．調査結果概要 

 

 

【調査１】 市民活動団体 

今回の調査で、本市において市民による豊かで多様な活動が大変活発に行われていること、そして、それに

よって市民の心身の健康や生き甲斐、文化的生活、助け合いや人と人との温かなつながりが維持されているこ

とが改めて示された。しかも、この度の調査対象はあくまでも市民活動センター指定団体に加盟している団体の

みである。公民館など他の施設を活動拠点としている団体や町内会・自治会は調査対象外であることを考え

れば、実際の市民活動はさらに多種多様かつ膨大であり、経済とは異なる視点から確かに地域社会を支えて

いると考えられる。 

また、問３の「主な活動の性格」を問う質問により「公益」か「共益」かを区別しようと試みたが、趣味や同好

の集まりによる共益的活動をする団体であっても、施設・学校・イベントなどにおいて、依頼を受けて活動発表な

どを行っており、その活動が実は市民から期待されているという事例が多く見受けられた。そのことからも、公益

(地域貢献)を明確に謳っている団体だけが地域を支えているとは言えないことがわかる。 

予想に違わず市民活動の担い手の多くは高齢者であるため、長期間の活動休止による意欲減退や心身の

不調で活動の持続が困難となった場合、市民活動そのものの衰退に直結する可能性がある。一方、サービスの

対象者について、高齢者・子ども・障がい児者・親子などのコロナ渦による生活状況の変化を心配する回答が

多く、市民活動がもたらす豊かな時間や多様な人々との関わり合いが消失することのないよう、行政としても注

視し続けていく必要がある。 

また、調査票の発送にあたりご協力いただいた市民活動センター指定団体について、それぞれの加盟団体の

活動は、大まかに「NPO 法人」「福祉」「文化」「男女共同参画」「趣味・サークル」に区分できるように見受けら

れた。これらの活動は市民生活を網羅するとまでは言えないものの、まちづくりを支える多くの市民につながる可

能性が高い。町内会･自治会、公民館に加え、これら指定団体との連携、さらには指定団体同士の連携も、

本市の市民活動推進にとって重要であると考える。 

「不要不急」に分類されがちな、しかし決して失われてはならない市民活動の支え手に対して、行政や市民

からの応援メッセージを発信するというような支援も有効ではないだろうか。 
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【調査 2】 NPO法人 

今回の調査で、法人の事業や経営に大きな影響があることがわかったが、それは単にNPO法人だけが困って

いるということではなく、活動の先の「対象者」に今後大きな影響がおよぶということを意味している。例をあげると、

「引きこもりによるＡＤＬ（日常生活動作）の低下」「経済的に困窮した家族ぐるみの相談増」「悩みを抱え

て日常を送る子どもや親の孤立」といった部分である。 

また、具体的な支援策とまではいかないかもしれないが、調査結果を見ると「民間レベルで感染拡大の予防

対策をおこなっているが、活動によってクラスターが発生し責任を問われることに対して懸念を感じる」といった回

答が複数見られた。どこかが始めなければ NPO 活動が衰退してしまうという想いを持ち、不安を抱えながらも、

自分たちで対策を取りながら事業を進めている状況があることを留めておかなければならないと感じる。 

なお、調査結果を読み解くにあたっては、回答数は決して多くないが他の支援策に当てはまらず経営に苦慮

している法人があることに注視していく必要がある。 

調査対象となる NPO法人を抽出するにあたり 2018年度事業報告書の提出を条件としたが、行政への提

出が義務付けられている事業報告書であるにもかかわらず、2018年度分の提出は全体 98法人中の 67法

人（68.4%）に留まった。また、提出されている事業報告書の中にも、NPO法人会計基準に準じていない

等の問題が散見され、そのため正確な情報を得ることができていない可能性がある。提出はもちろんのこと、市

民の共感によって活動を広げていくことを特徴とするNPO法人にとって、市民へのわかりやすい情報開示は必要

不可欠であると考える。 
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２. 調査結果 「市民活動団体」 

 

 

問１ 団体名（回答者氏名） 

団体の活動の性格や内容によってどのような支援が必要なのかを知るため、また、更なる聞き取りが必要となる場合に備

えるため、今回のアンケートでは「団体名」と「回答者」の記入を必須とした。 

 

問 2 団体の種類 

この設問では、「市民活動団体」と「それ以外」を区別しようと試みたが、実際には「市民活動団体」であるにもかかわらず、

自分たちの活動を「市民活動」であるとの認識を持っていない団体が非常に多かった。本来、アンケート回答を加工すべき

ではないが、調査の趣旨である「市民活動への支援を検討するための情報」を得るのに必要と判断し、 「d.その他」と回答

している団体のうち 31団体を、「a.市民活動団体・ボランティア団体」に修正した。 

結果として、回答のあった 182団体中 166団体(91.2％)を「市民活動団体」として集計･分析した。 

  

問 3 活動の性格 

この設問では、団体の活動が「共益的」か「公益的」かを区別しようと試みたが、どちらか一方を選択することが困難であっ

たと見られ、「c.その他」を選択または無記入としたとみられる団体が目立った。問２と同様、本来アンケート回答を加工す

べきではないが、調査の趣旨として「公益的」活動を行う団体への支援と、「共益的」活動を行う団体への支援をそれぞれ

検討するための情報を得ることが必要と判断し、 「c.その他」または無記入の団体のうち 47団体を、問 4の「具体的な活

動」の情報から考察し、「a.会員相互の利益を目的とする活動が中心」あるいは「b.社会的な課題を解決するために行う

活動が中心」に分類した。その結果、回答した 182 団体中、「共益的」108 団体(59.3％)、「公益的」58 団体

(31.9％)、「その他」16団体(8.8％)として集計･分析した。 

 

問４ 活動内容 

団体名称からだけでは活動内容がわからず、インターネット上でも活動情報を探せない団体が多いことから、この項目を

設けた。活動の目的にも触れるなど、活動の詳細を丁寧に回答している団体が多く、自分たちの活動を知ってほしいとの熱

意が感じられる一方で、これまであまり光を当てられてこなかった分野ではないかとも考えられる。 

 先述の通り、活発な市民活動は、多くの市民の心身の健康や生き甲斐、文化的生活、助け合いや人と人との温かなつ

ながりの維持に貢献しており、さらに、伝統行事の継承や文化芸術の発展にも大いに寄与していると言える。 

 

問 5 活動への影響の有無 

 

「現在影響が出ている」と回答したのは 157団体(86.3％)。「今後影響が出ると思う」と回答した９団体を合わせると、

実に 166団体(91.2％)が、新型コロナウィルス感染拡大による影響があると考えられる。 

 

 

団体名と回答者のお名前を教えてください。 

団体の種別について教えてください。 

主な活動の性格を教えてください。 

具体的にどのような活動を行っているかを教えてください。 

新型コロナウイルス感染拡大により、活動の中止や変更など影響はありましたか。 
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問 2・3・5 クロス集計表 

問 5-1 影響の具体的な内容 

 

 

「現在影響が出ている」と回答した157団体中142団体(90.4％)が、活動の中止･休止･延期・自粛・キャンセルがあ

った、あるいは今後あると回答している。先の見通しが立たないことにより、会員減少、メンバーの意欲減退や引きこもり・体

力低下･認知機能の衰えなどから、収束後の再起を懸念する声もあり、市民活動全体の縮小が懸念される。 

ボランティア活動・市民活動は、志を同じくするものが集まることが基本であり、会話をする、身近に接する、歌う、共に活

動する、会食するなど、市民活動が大切にしてきたことの多くを制限され、活動休止に追い込まれている。 

 

主な回答 

⚫ 中止･休止・延期、先の見通しが立たない、計画できない。 

（活動・練習・研修会・勉強会・会議・総会・慰問・発表･大会・展覧会・コンクール） 

⚫ 市民活動センター・総合福祉センター・テルサ・公民館等、公共施設が借りられない。使用制限。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5-1 への回答「頻出語」イメージ 

出典：User Local AI テキストマイニング 

https://textmining.userlocal.jp/ 

問５で「ａ 現在影響が出ている」を選択された方は、具体的な影響の内容について教えてください。 

https://textmining.userlocal.jp/
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問 6 サービス対象者への影響または懸念 

 

 

 

設問の対象となる 54 団体中 21 団体(38.9％)が、サービス対象者への影響について具体的な懸念を記入している。

さらに「活動の性格」として「a.会員相互の利益を目的とする活動が中心（趣味・サークルなど）」を選択しているにもかか

わらず、サービス対象者への影響を心配している回答が２団体あり、会員の自覚以上に公益(地域貢献)的役割を担って

いる団体もあると考えられる。 

子ども、高齢者(特に独居の)、障害児者、在日外国人、DV 被害者など、社会的に弱い立場にある人々の現状を心

配する声が多数である。 

 

主な回答 

⚫ 独居の高齢者の方たちがどうなっていくのか心配。福祉推進員や推進員経験者で個々の訪問はしているが。 

⚫ 聴覚障害者の居場所がまたなくなり、ストレスから来る諸々が心配である。ケアが必要。 

⚫ 盲ろう者は目と耳に障害を併せ持っているため、基本、人に触れて通訳を受ける。認識する。三密を避けることは

できず、生きていくための情報も通訳も受けられない状態もある。入院した場合、どのようにコミュニケーションをとる

のか心配。 

⚫ 子どもたちの笑顔が戻らないこと。子どもたちの集まる場ができず心配。 

⚫ 知的障害のある方々がスポーツに触れる機会の減少。体力低下。他者とのコミュニケーション減少。 

⚫ 介護認定を受ける人、入院・通所が増えた。認知機能の衰えの進行。歩いて通った人が車椅子になった。 

⚫ 在日外国人が日本語の上達が望めなくなり、日本人とのコミュニケーションがとりづらくなっているのではないか。 

⚫ 社会での DVや性暴力被害が増えていると言われているため、被害者を相談につなげたい。 

⚫ イベント来場者の皆様への、充分な感染予防策が講じられるか。 

⚫ テイクアウト等によるプラごみ増大が懸念される。 

 

 

※ 回答数が少ないため、テキストマイニングはおこなわなかった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

問 3 で「b．社会的な課題を解決するために行う活動が中心」を選択した団体にお聞きします。 

新型コロナウイルス感染拡大により、団体のサービス対象者にどのような影響または懸念がありますか？ 



7 

 

 

 

問 7 今後の活動への懸念・必要な支援 

 

 

感染症に関わる会場予約キャンセル料の免除、定員制限により増加する会場使用料の減免、また、助成金･補助金を

コロナ関連の理由で減額しないこと、公共施設への消毒液の設置や非接触型体温計の貸し出しなど、各活動に応じた具

体的で切実な要望が多い。また、会場使用について、使用ガイドラインを明確にするなどした上での使用制限の緩和を望

む声も多い。 

 

経済的な支援について 

⚫ 通信費、公民館使用料、感染予防対策費等、予算にない支出が増え、資金面に不安。 

⚫ 人数制限により増える会場費やバス利用への補助。換気のよい広い会場を借りる際の減免。 

⚫ 演奏会･発表会等ができないことで収入がなく、必要な経費等の支払ができない。 

⚫ 中止になった展覧会・公演等の準備にかかった費用への助成。 

⚫ 給付金や貸付の受け方や、今後の事業計画等の勉強会開催。 

⚫ 高齢者への携帯用消毒ジェルを買って配布したい。 

⚫ 活動実績が例年よりかなり減少することにより、来年度の補助金額が減額されないよう願います。 

⚫ 家賃補助などにも使用できる支援制度の構築を希望します。 

⚫ オンラインを活用した映像配信や講座を展開するための支援策の検討をお願いします。 

 

公共施設の利用について 

⚫ コロナウイルス対策の強化。消毒液の常備。非接触型体温計の貸し出し。 

⚫ コロナに関わるキャンセル料を無料にしてほしい。 

⚫ 利用基準について、乳幼児の人数はカウントしないなど柔軟に対応してほしい。 

⚫ 感染防止のため必要な対策、具体的な注意点を教えてほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７への回答「頻出語」イメージ 

出典：User Local AI テキストマイニング 

https://textmining.userlocal.jp/ 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、今後の活動への懸念や必要な支援はありますか。 

https://textmining.userlocal.jp/
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３. 調査結果 「NPO 法人」 

 

 

（１）基礎情報からの考察 
 
 

 

① 調査対象 
 

松江市内のＮＰＯ法人 98法人 

内 2018年度事業報告書提出の法人 67法人（68.4%） 

回答したNPO 法人 39法人（58.2％ ※上記 67 法人中） 

 

 

② 「基礎情報」と「事業や経営へのマイナスの影響」について 

調査対象となった 67 法人のうち回答のあった 39 法人について、新型コロナウイルスの影響と法人

の基礎情報（家賃、事業費、有給職員の有無、会費、寄付、自主事業収入、助成･補助金、委託･補助金）

には関連があるのではないかという観点から、所轄庁へ提出された各法人の事業報告書をもとに数値を

抽出した。 

 

※ なお、調査結果を見る際には以下のことに注意して見る必要がある。 

⚫ 既に 2019 年度事業報告書を提出している法人については直近のデータを使用した。 

⚫ 提出されている事業報告書はNPO法人会計基準に準じていない法人も多くあり十分に読

み解くことができなかったり、決算書類に不備がある法人もあることから、すべてが正確

な情報とは言えない。 

⚫ 被害額は法人の主観および見込みであり、特に本市と関係がある委託や補助事業について

は、再度確認し支援策等を検討する必要がある。 

⚫ 家賃については建物を所有し事務所を持つ法人から、他団体の建物にスペース借りしてい

ると思われる法人までさまざまである。 

⚫ 有給職員については、法人によって 1 人～50 人とかなりの開きがある。 

⚫ 「家賃有無」のうち（有）は事務所を別の場所にスペース借りしていると思われる法人。 
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②-１．総事業費と収入内訳から 

NPO 法人は、会費や寄付、自主事業収入といった自主財源を基盤として、他の財源をバランスよく調

達しながら自立的で安定した運営の維持が大切であると言われている。そのような観点から、各法人の収

入について数値を抽出し見てみることにした。全体的に財源のバランスがよく取れている法人から、自主

財源が少なく委託に偏っている法人、また、自主財源のなかでも「自主事業収入」は多いが「会費」や「寄

付」がとても少ないといった法人まで、さまざまであることがわかる。必要な支援として「資金」と回答

している法人によっては、まず法人の運営についてあらためて見つめ直すことがあっても良いのでないか

と思われる。 

 

②-２．家賃と有給職員の有無から 

「家賃」と「有給職員」については固定費であるため、事業収入の減少に関わらず支払いが必要となり、

より厳しい状況が想定されることから、調査回答とともに照らしあわせてみたところ、下記のような状況

が見えてきた。 
 

【家賃あり／有給職員あり】17 法人（福祉 8法人･福祉以外 9 法人） 

家賃と有給職員が共に「有」の 17 法人のうち、「現在影響が出ている」「今後影響が出ると思う」と

回答している法人については、福祉分野は 8 法人中 4 法人(50％)であったが、福祉以外は９法人中 8

法人(89%)と多かった。また必要な支援についても、福祉分野は 8 法人中 4 法人(50%)が「特になし」

と回答しているのに対し、福祉以外は 1 法人を除いてすべての法人が必要な支援について回答してお

り、そのうち 7 法人(78%)が「資金」をあげている。ただし、指定管理者も 9 法人中 4 法人(44%)と

比較的多い。 

【家賃なし／有給職員あり】8 法人 

「家賃なし」だが「有給職員あり」の８法人は、1 法人を除いて指定管理者(4 法人)と作業所(3 法人)

であった。指定管理者のうち、３法人(75%)が「現在影響が出ている」「今後影響が出ると思う」と回

答しており、求める支援としては「資金」と回答したのが 2 法人(50%)、そのほか１法人が「物資」

と回答している。作業所は 3 法人すべてが「現在影響が出ている」と回答しており、主に取引先から

の受注減で収益減に繋がっていると回答している。 

【家賃あり／有給職員なし】5 法人 

「家賃あり」だが「有給職員なし」の５法人については、2 法人(40%)が「現在影響が出ている」「今

後影響が出ると思う」と回答している。なお、「家賃あり」と回答していても、すべての法人がスペー

ス借りをしていると思われる。また、「わからない」と回答した１法人を除くすべての法人が「特にな

し」と回答していることから、現状としてはあまり困っていない印象を受ける。 

【家賃なし／有給職員なし】9 法人 

家賃･職員共に「無」の 9 法人のうち、「現在影響が出ている」「今後影響が出ると思う」と回答して

いる法人は 7 法人(78%)であった。そのうち必要な支援について回答しているのは 5 法人(56%)で、

「資金」をあげている法人が 3 法人(33%)と最も多い。しかし、各法人の収入を見てみると、会費や

寄付等の自主財源が少なく、助成･補助金や委託の割合が高い。「資金」以外では、「時間的猶予（手続

き期限の延長）」や「感染防止への協力」など、本市が普段おこなう業務のなかでの柔軟な対応を求め

ている。 
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（２）アンケート集計結果 

 

１．「法人の事業」に関する影響 
 
 

 

「現在影響が出ている」と「今後影響が出ると思う」を合わせると 8 割を超える法人が事業に関し 

てマイナスの影響がある、あるいは今後影響が出ると回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「現在影響が出ている」と回答した 27 法人のうち、「具体的な内容」では「中止･休止･延期」につ

いて回答している法人が 66.7％と最も多かった。なお、分類は回答から判断し事務局でカテゴリ分けをお

こなった（※個々の具体的な内容の回答は次頁より記載）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．活動の中止や変更など、「法人の事業」に関してマイナスの影響はありましたか。 
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1-① 影響の具体的な内容 

 

主な回答 

【中止･休止･延期】 

⚫ イベント開催ができなくなっている。 

⚫ 研修会、会議の中止または延期 

⚫ 事業が開催できないことで団体のモチベーションの維持に影響がある。 

⚫ 秋、冬に企画している事業の開催が難しいことが考えられるが、準備はしていくため、広報費、会

場費、スタッフの疲弊等の損失が考えられる。 

⚫ 7月から事業を再開するにあたり、検温や消毒の設置、入場者数を半分にして公演を2ステージに増やす

ことにしたため、事業費やスタッフの確保など2倍の人員や経費がかかる。 

⚫ 例年多くの市民から賛同いただいている事業が実施できないため、団体を新たに知ってもらう機会

の減少が考えられる。 

⚫ 乳幼児を対象とした事業は夏まで中止している。乳幼児を抱える親たちとつながりにくくなってい

て孤独な子育てに悩んでいるのではないかと心配している。 

⚫ 3 月より休止している居場所、料理教室、Café 等が再開できていない。 

【減収】 

⚫ 休業延べ１カ月で 300 万減収 

⚫ 事業収入の減額、活動への参加申し込みの減少、活動への参加休止 

⚫ 仕事が減少し、利用者に密集を避ける意味も含めて午前と午後に分かれて通所していただいている。

収益事業は昨年度の 10 分の 1 程度まで落ち込んでいる。 

【休館】 

⚫ 松江市の指定管理業務部門において休館措置をとったことによる収入減。また外出規制が解除され

たが入室人員制限等により回復の兆しが見えない。 

⚫ 休館中の物販収入・施設案内料が 0 円だった。 

⚫ 4/11(土)～5/31(日)休館 

⚫ 4 月中旬から三週間休館した 

【利用者減】 

⚫ 利用者数の減少 

⚫ 新規就労支援事業者の募集、研修、広報等の各種事業の展開に支障が生じている。 

【その他】 

⚫ 取引先からの仕事の減少 

⚫ 家賃、光熱水費、アルバイト賃金等の支払いが厳しい状況。資金繰りのための書類作成等に時間を

とられ、個別相談に十分対応できないでいる。 

⚫ 総会開催等における会員調整の遅れ 

⚫ ご寄付のお願いがしづらい状況になった。 
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２．「法人の経営」に関する影響 
 
 
 

「現在影響が出ている」と「今後影響が出ると思う」を合わせると７割を超える法人が経営に関し 

てマイナスの影響がある、あるいは今後影響が出ると回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-① 影響の具体的な内容（複数回答） 
 

問 2 で「現在影響が出ている」と「今後影響が出ると思う」と回答した法人に具体的な影響の内容 

を聞いたところ、「顧客や利用者の減少」と回答した法人が 46.4%と最も多く、次いで 39.3%の法人が「製

品やサービス等の売上・受注の減少」「委託費や補助金の減額」と回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

2-② その他内容 

⚫ 委託費・補助金の減額ではなく、委託契約以前の事業廃止や補助事業自体の廃止、寄付の中止 

⚫ 行事・イベントの実施不可 

⚫ 外国との行き来が主要な事業なので、大部分の事業が実施できない 

２．寄付の減少や委託事業の中止など、「法人の経営」に関してマイナスの影響はありましたか。 
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2-③ 被害見込額 

 

問 2 で「現在影響が出ている」と「今後影響が出ると思う」と回答した 28 法人のうち、具体的 

な金額を回答いただいた 18 法人について事務局で集計をおこなった。 
 

最小値 150,000 円 

最大値 9,000,000 円 

平均値 2,056,842 円 

中央値 740,000 円 

合計額 39,080,000 円 

 

3. 必要とする支援（複数回答） 
 
 

 

必要な支援として、「資金の支援」と回答した法人が 38.5%と最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-① その他 

⚫ オンラインシステム整備に必要な支援、PC、ルーター等 

⚫ 仕事の受注 

⚫ 時間的猶予（各種手続きの期限延長） 

⚫ 新型コロナウイルス感染防止への協力 

⚫ 人材 

３．必要な支援について、当てはまるものを選択してください。 
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3-② 支援についての具体策（自由記述） 

 

【資金】 

⚫ 今年度、市委託事業を取った為、昨年度より収入が上がったことで、持続化給付金等の申請をする

こともできない。非営利事業での減額が補填できる支援や助成があれば知りたい。 

⚫ 助成金、又は給付金（家賃、アルバイト賃金） 

⚫ 事業支援金 

⚫ 団体全体の活動支援金 

⚫ 施設の使用料免除 

⚫ 損失補填 

【衛生面】 

⚫ 衛生材料（施設用、災害時の避難用感染予防物資） 

⚫ アルコール消毒液を正常な値段で確保したい 

⚫ 消毒液、マスク 

【その他】 

⚫ 各種手続きの期限延長 

⚫ 野菜、お米などの食材 

⚫ 人材（子育て世代が多く、職員が安心して働けるように学校が休校時にお子さんを預けられる場） 

⚫ 規制を解除してほしい。各自が営業活動等を再開するにあたっては、当面３密状態を避ける等の予

防策を取ることで可能になると思う。 

⚫ web による講座の開催 
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4.「活動分野」や「活動の対象者」における懸念 

 
 

 

【課題の悪化】 

NPO 法人はさまざまな地域･社会課題に対し活動をおこなっているが、新型コロナウイルスによって

事業や活動が停滞することにより、日頃取り組んでいる課題解決の停滞につながり、さらにはウイルス

が蔓延する以前よりも個々に取り組んでいた課題が悪化してしまう懸念があるということが、今回の調

査から見えた。 
 

主な回答 

⚫ 環境保全 

⚫ コロナ対策のための半日出勤による工賃の減少が利用者にとって打撃にならないか。 

⚫ 直接対面できないため、互いの理解や意思疎通が難しく、利用者がより引きこもりがちになり、

落ち込んだり意欲や減退している。 

⚫ 今後、コロナによる解雇、失業により経済的な困窮に陥っている家族ぐるみの相談が増えるこ

とが予想される。 

⚫ 引きこもりによるＡＤＬ（日常生活動作）の低下 

⚫ 孤立 

⚫ コロナ禍の中、情報を正確に自身で判断する力が求められ、困難を自分で乗り越えていく力や

共に乗り越えていく仲間が必要。判断力や仲間の存在の大きさを再確認する一方で、一人悩み

を抱えて日常を送る子どもたちや親たちがいることが懸念される。 

⚫ 学校に行きにくくなっている子どもたちがいることや必要以上に外出を控え孤立している家

族などが心配される。 

⚫ 松江市は高齢のろうあ者が多く、コロナウイルス感染を恐れて、なかなか集まる機会がなく、

入ってくる情報が少ないので生活に不安を感じたり困っている人もいると思われる。 

【廃業･閉鎖】 

⚫ 拡大が続けば事業所廃業もある 

⚫ 管理施設の閉鎖 

【責任問題】 

⚫ 今後民間レベルで「新しい日常」で対応したとしても、自分たちの活動においてクラスターな 

どが発生し責任を問われた場合、終息後、活動に支障が出てしまうことを懸念している。 

 

 

 

 

 

 

 

４．「活動分野」や「活動の対象者」における新型コロナウイルス感染拡大に伴う懸念を教えてください。 
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【活動の停滞】 

⚫ 音楽活動人口の減少（特に飛沫や接触の多い音楽系活動） 

⚫ 自然散策の参加者人数が多くなり、開催が困難になっている。 

⚫ 人との交流が止まると、事前の準備が必要な新たな活動が出来なくなる。物事が停滞する。 

⚫ 説明会などが開催できない点 

⚫ 居場所、相談、当事者会等の事業について、一堂に会することによる感染拡大が懸念されるた

め、少人数で開催するか、SNS、電話等による相談に限られる。 

⚫ 障がい者の自立支援に取り組んでいるが、コロナウイルスが完全に収束（ワクチン開発）しな

い限り、活動が元に戻ることは大変厳しいと思われる。 

⚫ 人を集めるイベントを予定しているが、人数制限が必要だと感じている。 

⚫ 感染の不安がある限りコミュニケーション力アップのための活動はできない。 

【資金】 

⚫ 演劇の稽古に集まることも厳しい職場があり、稽古参加が難しく、遠くからの役者を必要とし

ている。経費がかさむ。 

⚫ 昨年度まで堅実な経営をしてきたので現状は持ちこたえているが、2 波が来て、集中的に延期

された秋以降のイベント・研修等が中止になれば甚大な被害を受けることとなる。 

【感染の拡大･予防対策】 

⚫ 事業所で感染者が出ること 

⚫ 再開後の感染対策 

⚫ 大人の活動は、ソーシャルディスタンスを守った活動はできるが、子どもの活動においては 3

密を徹底するのは難しい。 

⚫ 対面や人が集まっての事業展開が多いことから、いわゆる三密対策に懸念が残る。 

⚫ 県外客の来訪を期待しているが、一方で感染拡大を懸念する。 

⚫ イベント・講座の参加者も講師も高齢の方が多いこと。 

【運営】 

⚫ 総会等会合ができなくなっている 

⚫ リモート処理に不慣れな会員への対応 

 

 

 

 

 

 

 


